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本記録は，2015年５月に締結した農林中央金庫とオランダの協同組織金融機関であるラボバンクとの戦
略的提携に基づき，農林中央金庫，農林中金総合研究所，ラボバンク，オランダのフードバレー中核機関
であるワーヘニンゲン大学の四者共催により開催したセミナーの概要を農林中金総合研究所の責任にお
いてとりまとめたものである。
セミナーでは，オランダ農業の実情を伝えるとともに，日本農業の競争力強化に向けた産学官連携の取

組みの現状と課題を踏まえ，オランダを参考に今後日本で強化すべきポイント等を議論した。
なお，文中の図は当日の講演資料からの抜粋である。

左から，宮部教授（日本大学），Dr. Arjo Rothuis（WUR），Mr. Dirk-Jan Kennes（ラボバンク），奥専務理事（農林中金），
柳田専務（農中総研），菱沼研究総務官（農林水産省），Dr. Jos Verstegen（WUR），田上部長（（株）アグリリンクテクノロジー）。

＜シンポジウムの記録＞
農業の競争力を強化する産学官連携の取組み

─オランダと日本の経験から─
2016年６月13日（月）　会場：フクラシア東京ステーション

【プログラム】
＜開会挨拶＞　柳田　茂 （農林中金総合研究所・代表取締役専務）
　　　　　　　Dr. Arjo Rothuis （ワーヘニンゲン大学研究センター〔WUR〕・教授）
＜解題＞　　　宮部和幸（日本大学生物資源科学部・教授）
＜基調講演＞　Dr. Jos Verstegen （ワーヘニンゲン大学研究センター〔WUR〕農業経済研究所・主任研究員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 オランダ農業を支える産学官連携

 ―ワーヘニンゲン大学の役割―
　　　　　　　Mr. Dirk-Jan Kennes （ラボバンク・グローバルストラテジスト）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オランダ農業の産学官連携の実践事例
　　　　　　　菱沼義久 （農林水産省農林水産技術会議事務局・研究総務官）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本農業の産学官連携の取組みの現状と課題
＜パネルディスカッション＞　農業の競争力を強化する産学官連携の取組み
　　　　　　　ファシリテーター：宮部和幸
　　　　　　　パネリスト：上記の基調講演者 3名
　　　　　　　　　　　　　田上政輝 （（株）アグリリンクテクノロジー・取締役総合企画部長）
＜閉会挨拶＞　奥　和登 （農林中央金庫・専務理事）
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次産業化で開発された

商品をグローバルに販

売していくために，世

界各国の関係者と連携

したりしていくような

イメージです。多様な

主体が関与するという観点から言えば，本

日のテーマである産学官連携への関心と期

待が高まってきていると捉えられると思い

ます。

産学官連携は，イノベーションを効率的

に創出し，広く普及させる仕組みです。世

界有数の農産物輸出国であるオランダとわ

が国の農業における産学官連携について，

今回のシンポジウムを通じて理解を深めた

いと考えております。

農業の競争力の源泉は，イノベーション

です。農業の競争力は，国内産地間の競争

力，さらには輸出に関する国際間の競争力，

農産物価格や生産費に関する競争力，６次

産業化などによって付加価値や品質を高め

る競争力等，重層的なものです。農業に求

められている重層的な競争力を強化するド

ライバーとなるものは，イノベーションで

はないかと考えておりますし，それに関し

て誰も疑わないだろうと思っています。

そのようなイノベーションの創出には，

多様な分野の多様な主体が関与することが

期待されます。農産物に新たな付加価値を

付与するために，農業のみならず医療や環

境などの多様な分野の研究者や企業が連携

したり，地域資源を活用したローカルな６

＜解題＞

宮部和幸（日本大学生物資源科学部・教授）

Dr. Jos Verstegen
（ワーヘニンゲン大学研究センター〔WUR〕農業経済研究所・主任研究員）

＜基調講演Ⅰ＞

オランダ農業を支える産学官連携
─ワーヘニンゲン大学の役割─

農産物輸出大国オランダ農業の現状

オランダの人口密度は日本より高く，国

土面積は九州とほぼ同じ大きさで，農地資

源が希少な国であるにもかかわらず，現状

では世界第２位の農産物輸出国です。オラ

ンダから輸出される農産物の多くは，ドイ

ツ，イギリス，フラン

ス等の近隣の国々向け

です。

なぜオランダが農産

物輸出大国となりえた

のでしょうか。それは

農林中金総合研究所 
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農業や関連産業の生産性の高さのおかげで

す。農業の生産性を土地面積当たりの付加

価値で見ると，オランダはEU平均と比べて

５倍の水準です。また，アグリビジネスの

生産性も非常に高くなっています。例えば，

フリースランド・カンピーナ（オランダの酪

農協）等，農業食品関連企業の世界トップ

40の中にオランダの企業が４社あります。

オランダが輸出する財・サービスの５分

の１は農業に関連しており，純輸出の65％

は農業に関連するものです。また，労働者

のおよそ10％がアグリビジネスに従事して

います。このように，農業はオランダ経済

のなかで重要な位置を占めています。

協同組合の歴史と文化

オランダには古くからコラボレーション，

協同の歴史があります。その歴史は治水を

通じて培われたと言われています。オラン

ダの国土はほとんどが海面以下の標高であ

り，お互いに協力して治水をしないと水没

してしまいます。また，宗教も協同の精神

を育んだ大きな要因です。協同組合である

ラボバンクも牧師らによって創設された金

融機関です。

1878年にオランダで最初の協同組合企業

が創業しましたが，その企業の名称は「自

己利益」という組合でした。それぞれの組

合員にとって個々で事業に取り組むよりも

力を合わせた方が，結局は自分たちの利益

になることが理解されていたわけです。

オランダには，農業者の声を代弁して政

治に働きかけを行う農業者団体と，政治に

は関わらずビジネスに特化する様々な専門

農協の２つがあります。農業者は，農業者

団体に加盟することができますし，協同組

合にも加入することができます。また，専

門農協には，生産資材を扱う農協，農業金

融の農協，農産物販売を担当する農協等，

様々な農協があり，農業者は自分のニーズ

に合った専門農協へ自由に加入できます。

農業者によっては複数の専門農協の組合員

になっている人もいますし，１つの専門農

協にも加入していない人もいます。

オランダには現在およそ500の専門農協

があります。そのなかで50の専門農協は売

上げが1,000万ユーロを超え，非常に大規模

な専門農協です。また，それぞれの品目で

専門農協の取扱いシェアは極めて大きくな

っています。例えば，砂糖に関して専門農

協のシェアは100％です。つまり，砂糖の販

売は全量，専門農協を経由していることに

なります。ほかにも乳製品では86％，青果

物では95％，でん粉原料用馬鈴薯では100％

などとなっています。オランダでは，この

ように専門農協の存在感が大きいというこ

とです。

農業の知識・イノベーションのシステム

かつてオランダでは政府が農業の知識・

イノベーションのシステム（Agricultural 

Knowledge and Information System，ワーヘ

ニンゲン大学や農業コンサル企業等の農業関

係の知識やイノベーションを創出する主体の

総称，以下「AKIS」という）に深く関与して

いました。政府は農業研究を支援し，公的

農林中金総合研究所 
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バーへ伝え，メンバーはそれぞれの専門知

識を生かして，利用者本位の技術やソリュ

ーションを生み出します。農産物の高付加

価値化や土壌の改良等，農業者の多くの実

務上の課題へ多様な専門家が寄り添うこと

によって，実用に耐えうるイノベーション

が生まれます。

ゴールデントライアングル

ゴールデントライアングル（GT）は何故

ゴールデンなのか，すなわち何故GTが有

効に機能しているのか，これは大変難しい

質問です。オランダ農業がうまくいってい

る秘訣はGTの存在だと，オランダの人々

は考えています。しかし，GTが有効に機能

する理由は何かと問われると，明快に答え

ることが難しいのです。同様に，どのよう

にすればGTへ関われるのかという問いも

答えづらいのです。というのは，GTが現実

に厳密かつ明確に定義づけられた概念では

なアドバイザリーサービスを提供していま

した。しかし，現在では政府の関与は薄ま

り，農業研究に対する歳出を減らしていま

す。また，アドバイザリーサービスは，政

府に代わって民間組織が提供しています。

つまり，AKISは政府主導から官民協働の形

態へと進化したのです。オランダでは政府

と民間がそれぞれ資金を出し合って，農業

におけるR&D（Research & Development，

研究開発）を進め，ビジネスに結びつけら

れるイノベーションを創出しています。

官民協働だけでなく，民間同士のパート

ナーシップも盛んに行われています。例え

ば，アグリビジネス企業と農業者がパート

ナーシップを組んでイノベーションを創出

するネットワークを作っています。そのネ

ットワークには民間の農業アドバイザリー

サービスの職員やワーヘニンゲン大学の研

究者等も参加しています。農業者は自らが

直面する課題についてネットワークのメン

研究

農産物

農産物

教育水準の高い農業者

コモディティボード：協調融資

農業学校（農業省が運営）

ユトレヒト大学－獣医学

TNO（-応用食品研究）

政府：明確な規制，システム責任

ラボバンク

要求の高い消費者

アグリビジネス（協同組合
および投資家所有の企業体）

サポート
システム 教育

普及
普及サービス（民営化）
アグリビジネス－助言
および会計事務所

ワーヘニンゲン大学リサーチ
センター：大学，イノベーショ
ン主導の応用研究および2カ
所の実験ステーション

農業知識とイノベーションシステム

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2016・10
39 - 563

GTにおけるワーヘニンゲン大学の役割と

その他の組織との連携

ワーヘニンゲン大学を中心とする研究機

関，アグリフード関連の企業が集中してい

るフードバレーはオランダのほぼ中央に位

置します。フードバレーは40km四方程度

の非常に小さな地域ですが，そのなかに

15,000人の科学者がアグリフード関連分野

で働いており，1,440社の食品関連の企業，

70社の基礎科学系の企業があります。さら

にワーヘニンゲン大学を始めとする20の大

学・研究機関もあります。このようにフー

ドバレーは，欧州の農業研究のホットスポ

ットです。

ワーヘニンゲン大学のキャンパス内には，

オランダ最大手の酪農協であるフリースラ

ンド・カンピーナの研究所や，中国の乳業

メーカー・伊利集団（内蒙古伊利実業集団）

の研究所もあります。また，学生がベンチ

ャー企業を立ち上げる際に支援する仕組み

やスタッフもキャンパス内に装備されてい

ます。学生はこれらのリソースを利用して，

ビジネスモデルを練り上げたりビジネスパ

ートナーを見つけたりすることができます。

このように，ワーヘニンゲン大学はGT

の中で多様な主体の結節点，換言すればプ

ラットフォームの役割を果たしていると言

えるでしょう。

本日の報告のまとめ

オランダの産学官連携，すなわちGTが

成功している秘訣は，GTに関わる主体間に

強いネットワークが築かれ，主体間の協働

ないからです。

それでもあえてGTが有効に機能する理

由を述べるならば，GTに関係する多くの人

がお互いをよく知っていることが，その理

由だと言えるかもしれません。例えば，私

のSNS（ソーシャルメディア）を見ると，多

数の農業者，アグリビジネス企業関係者，

政府関係者がいます。彼らはみんな同じ大

学で学び，その後様々な分野に進みました

が，お互いにすぐ見つけることができ，コ

ミュニケーションできるのです。私たちの

仲間は，どこにいても農業にとっての一番

いいソリューションを見出す取組みに深く

コミットしたいと思っています。産学官に

散らばるよく見知った参加者間のコミット

メントやパートナーシップによって，GTが

ゴールデンたりうるのだと思います。

トップセクター政策

かつて政府は具体的な戦略なく資金をあ

らゆる産業分野の幅広いアイディア，プロ

ジェクトへ投入していました。しかし，経

済危機が世界各地で起こり，どのように限

られたお金を支出するのか，どの産業分野

へ支出するのか，慎重に考えねばならなく

なりました。そこで，経済省が有望な産業

分野を絞り込んで重点的に資金を投入する

トップセクター政策を始めました。有望な

産業分野として10分野が選抜されましたが，

そのなかに農業，農業生産資材，食品産業

等の食農（アグリフード）セクターも含まれ

ています。

農林中金総合研究所 
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ります。他の産業分野やオランダ国外でも，

ナノテクノロジーとかバイオテクノロジー

等，新たな技術革新があることを忘れがち

です。視
し

野
や

狭
きょう

窄
さく

に陥ることなく，自身の専

門領域のみならず他の分野のイノベーショ

ンにも目を向ける必要があるのです。新た

なビジネスを成功させるには，クレージー

な人，例えばアップル社の故・スティーブ・

ジョブズのような人も必要なのです。この

ようなことがGTの陰かもしれません。

ただし，GTは全体として非常にうまくい

っています。今後の日本の農業をより良い

ものにするために，オランダのGTで培って

きた知識を生かすことができればと考えて

います。ご清聴ありがとうございました。

が強力に行われていることにあります。オ

ランダの産学官連携やAKISは政府主導の

仕組みとして始まりましたが，政府の関与

は徐々に薄まり，民間がイニシアティブを

取る方向に進化しています。現在では，ト

ップセクター政策の下で構築された民間主

導のネットワークを基礎とする産学官連携

やAKISが，非常にうまく機能しています。

とはいえ，輝かしい成功を収めているよ

うに見えるGTにも陰の部分，すなわち幾

つかのマイナス面があることを申し上げな

ければなりません。すべてがゴールデンと

いうわけではないのです。例えば，GTの関

係者は皆顔見知りなので，そのサークル内

で思考や議論を完結させてしまう危険があ

農産物を安価に生産し

ているのです。オラン

ダの農業は輸出に依存

した農業だと言えます。

また，オランダは農産

物を輸出するだけでな

く，ハムなどの食肉加工品やチーズ等の乳

製品も国内で効率的に製造し，輸出してい

ます。

オランダの輸出型農業は，地理的条件や

充実した物流インフラに支えられています。

西欧のほぼ中心に位置するオランダは，古

オランダのGTはこれまで成功を収めて

きましたが，これからの半世紀も成功させ

ていくためには，不断にイノベーションを

生み出すたゆまぬ努力が必要だということ

を，本日はお話ししたいと思います。

オランダ農業の特長

オランダの食料自給率は，ほとんどの品

目で200％を超えています。それゆえ，オラ

ンダは日本のように食料安全保障に気をか

ける必要がありません。オランダでは輸出

を前提として，国内消費量を上回る大量の

Mr. Dirk-Jan Kennes（ラボバンク・グローバルストラテジスト）

＜基調講演Ⅱ＞

オランダ農業の産学官連携の実践事例

農林中金総合研究所 
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ていく施策を実施する必要があります。

オランダの効率的な農業生産は，バイオ

やICT等の先進的なテクノロジーを活用し

て面積当たり収量を高めるとともに，生産

資材や労働力等の資源投入すなわち生産費

を節減することによって実現されています。

産学官の連携であるGTが，先進的なテ

クノロジーの創出と実用化に寄与していま

す。先進的なテクノロジーの具体例の１つ

が環境制御技術であり，土地，水，労働力，

太陽光等の資源投入量の組合せを最適化で

きます。資源投入のベストミックスにより，

オランダでは効率的な農業生産が図られて

います。また，生産資材の調達から農産物

の販売までのサプライチェーンの最適化も

同時に進めています。

イノベーションの具体例

GTは新品種や農畜産加工品の開発を通

じて，オランダ農業の競争力の維持増大に

寄与しています。

例えば，酪農では，オランダ最大の酪農

協であるフリースランド・カンピーナが，

GTを通じて生乳の低コスト生産だけでな

く，機能性成分を含む乳製品の開発も進め，

ニュージーランドを拠点とするフォンテラ

等のライバルに勝るとも劣らない競争力を

獲得しています。生乳や粉ミルク等従来か

らある乳製品では低価格競争に陥ります。

そこで，フリースランド・カンピーナは生

乳からラクトフェリン等の機能性成分を抽

出し，医薬品の原料として製薬業界へ販売

する等，高い収益を得られるビジネスも行

くから国際貿易で中継地点としての役割を

担ってきました。また，政府の支援もあり，

ロッテルダム港等の枢要な物流インフラが

整備されています。

オランダの農業では，生産の効率性が何

より重視されています。一方，日本では，

農業に対して食料安全保障や地域における

雇用の場としての役割が，オランダよりも

相対的に大きく期待されています。したが

って，日本農業の生産性は，改善の余地が

まだあると言えるかもしれません。

GTによるイノベーションと農業生産性

の向上

グローバルな農業界が何を目指している

のでしょうか。より少ない投入物で生産量

を増やすこと，しかも品質を高めること，

それが農業界の究極の目標であると思って

います。単に生産量を増やすことではあり

ません。農産物の品質や，農業生産資材の

投入効率を高めることも重視されています。

この観点からGTでも農業の生産性を向上

させることを重視しています。

GTではワーヘニンゲン大学が研究開発

を通じたイノベーション創出のプラットフ

ォームとなっています。研究開発で新たに

生み出した知識や技術を農業の現場で実用

化させるためには，普及活動（エクステンシ

ョンサービス）が重要となります。政府は資

金提供を通じて研究開発や普及活動を促進

する役割を果たしてきました。GTが今後も

成功し続けるためには，政府は今後も研究

開発や普及活動を行いやすい環境を整備し
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GTで生み出されたイノベーションがい

かに素晴らしいものであっても，自己資金

に乏しい農業者がそれを自らの経営へ導入

するのは容易ではありません。そこで，ラ

ボバンクは投資余力を欠く農業者へ資金を

融資して，GTによって創出された新しい高

付加価値品種や効率的な生産技術等のイノ

ベーションの果実を農家が利用できるよう

にし，農業経営の競争力強化に寄与してい

ます。

GTにおける政府の役割

GTでは政府も重要な役割を担っていま

す。既にトマトの例で触れたように，オラ

ンダの園芸は極めて強い競争力を誇ります

が，歴史を紐解くと強い競争力の背景には，

政府が関与して研究者や企業に対して遺伝

資源へのフリーアクセスを確保したことが

あります。政府は知的財産を保護する特許

という手法によってではなく，「ブリーダー

権利」と呼ばれる仕組みによって，野菜や

果実の品種改良を奨励しました。

つまり，オランダ政府は国の宝である遺

伝資源を誰でも自由に利用できるものとし，

公平な土俵を提供したうえで，研究者や企

業による品種改良を促したわけです。改良

した品種は，さらなる品種改良の材料とし

て，競合相手にも提供しなければなりませ

ん。ただし，改良した品種の販売権は独占

的にブリーダーのみにあり，競合相手は販

売することができません。これがブリーダ

ー権利と呼ばれているものです。ブリーダ

ー権利によって，ブリーダーは研究開発に

ってきています。価格競争ではなく高付加

価値製品の販売を通じて得られた大きな収

益によって，フリースランド・カンピーナ

は酪農家へより高い乳価を支払うことがで

き，酪農家は経営を安定的に続けていくこ

とが可能となっているのです。

もう１つの例は，ガラス温室で栽培され

るトマトです。温室で栽培するオランダの

生産費は，露地栽培が中心のイスラエルや

北アフリカ等の国々の生産費よりも高くな

ります。かつてオランダのトマトは，味や

外見が競合国のトマトとあまり変わらない

一方で，生産コストが高く，強い競争力を

持っていたわけではありませんでした。そ

こで，GTを通じて，美味しい味や魅力的な

外見を備えた新しい品種のトマトを開発し

ました。純粋な価格競争では競合国に劣後

するため，オランダはトマトのアップグレ

ードを通じて競合国と差別化を図ったわけ

です。差別化が奏功して，これまでにオラ

ンダのトマトは強い競争力を獲得するに至

りました。

とはいえ，酪農やトマトのようにGTが

うまく機能した農業部門・品目ばかりとい

うわけではありません。例えば，豚肉では

苦戦しています。豚肉業界は生産費や生産

量を重視していて，付加価値に注目してい

ません。そのため，養豚経営は最近８年間

赤字です。豚肉業界も高品質製品や高付加

価値製品の開発に着手しなければいけませ

ん。そういう意味で，豚肉業界からGTに対

して今後解決すべき課題が突きつけられて

いると言えます。
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し，これら三者は規制や法律を通じて政府

の管理下にありました。現在のGTは企業，

大学，政府の三者による産学官連携をベー

スとしてイノベーションを創出する仕組み

を意味していると思います。そのため，現

在のGTではかつてより政府の役割が減っ

てきていると言えます。換言すれば，研究

開発を担う主体が，公的部門から民間部門

へとシフトしているのです。現在のGTは，

多様な主体が参画できるオープンイノベー

ションのプラットフォームとして機能して

いる点は評価できます。しかし，公的部門

のコミットがかつてより減少し，民間部門

主導のイノベーションへ転換することでの

リスクもあります。民間企業が自己資金で

開発したイノベーションは個社の内部に囲

い込まれ，イノベーションの材料として利

用できなくなることによって，次なるイノ

ベーションが生み出されるペースが減速す

るおそれがあるということです。

これはオランダ農業が成功してきた歴史

に逆行します。今まで知的財産や資源は誰

でも無料で自由に使えたのです。公的部門

対する投資から利益を得ることができるの

です。

すなわち，ブリーダーには遺伝資源のア

クセスで競争するのではなく，既存の遺伝

資源を利用して一層収量の高い品種開発を

迅速に行うインセンティブが，政府によっ

て与えられていると言えます。換言すれば，

政府はGTにおいて誰でも無料で使える遺

伝資源の公共のハイウェーを構築したので

す。その結果，種苗業界でのオランダ企業

の存在感は，他国が比肩できないほど大き

なものとなったのです。野菜種子業界の大

手９社（モンサント，ヴィルモラン，シンジ

ェンタ，バイエル，リジク，タキイ，エンザ，

サカタ，ベジョ）のうち実に６社がオランダ

系の企業と言えば，その存在感がお分かり

いただけるでしょう。

GTにおけるEER triptych から産学官

連携への移行

かつてのGTは，EER triptychと呼ばれる

教育（Education），普及（Extension），研究

（Research）を一体的に運用する仕組みを指

研究

普及 教育

旧トライアングル：
イノベーションは政府の管理下

学

官 産

新トライアングル：
役割分担を通じたイノベーション

オランダのゴールデントライアングルの変質
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経営を続けていくことが難しくなりますし，

将来にわたってオランダ農業の成功を支え

る次なるイノベーションの創出が難しくな

るからです。つまり，GTにおいて産学官の

健全な連携，政府による企業へのけん制も

含めた関係を維持していくことが，今後も

オランダ農業が成功し続ける鍵の一つとな

ると考えています。ご清聴ありがとうござ

いました。

によるGTへのコミットが減少するなかで

も，政府はアグリビジネス企業のM&Aの

許認可等を通じて，かつてと同様に既存の

イノベーションの成果へのフリーアクセス

を確保することで，万人に対して公平な競

争条件を維持する役割を果たす必要がある

と言えるでしょう。さもないとイノベーシ

ョンの果実はアグリビジネス企業のみが享

受することとなり，農業者が持続的な農業

日本の農政のなかでようやく始まったイ

ノベーションを起こしていこうという動き

について今日はご紹介させていただきたい

と思います。

農業におけるイノベーションとは

イノベーションとは，単に技術開発をし

て良くなったというのではなくて，社会構

造，生活や暮らしが変わることが大事なと

ころです。それを広く定義としてイノベー

ションと言っています。農業のなかでイノ

ベーションが実際起こったことがあるのか

考えてみると，それほど多くはないのでは

ないかと思います。古くは農林省のなかの

試験場が作った小麦の品種をベースに世界

に配布して品種改良したところ，緑の革命

が起こりました。また，今から50年ほど前

に水稲用のコンバインが開発され，稲作の

労働時間が大幅に減少

しました。そのなかで，

兼業農家が生まれまし

た。稲作には労働力が

それほど必要なくなっ

たので，農外でも就業

できるように社会構造が変わったわけで

す。さらに，30年前には野菜の産地におい

て鮮度保持のための真空予冷施設ができま

した。産地から消費地までのコールドチェ

ーンの構築と高速道路の発達とが相まって，

遠隔産地から三大都市圏等の大消費地へと

野菜が大量に輸送できるようになりまし

た。野菜の流通構造や消費構造も変化した

ということで，これもイノベーションの事

例と言えるでしょう。

しかし，近年には日本の農業でイノベー

ションはほとんど起こっていないのではな

菱沼義久（農林水産省農林水産技術会議事務局・研究総務官）

＜基調講演Ⅲ＞

日本農業の産学官連携の取組みの現状と課題
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いか，改良・改善の域を脱していないので

はないか，という意見があります。また，

研究開発をもっとしっかりやるべきだとい

う話も聞きます。そのような理解を踏まえ，

農業生産だけではなくて，国内にとどまら

ない輸出も含めた流通消費構造，さらには

ヘルスケア等他の産業分野まで射程に収め

たイノベーションを創出していこうと考え

ています。

イノベーションの創出方法

イノベーションの創出方法には２つある

と考えています。１つ目は，改良・改善に

近いものです。野菜の栽培管理，病害虫の

防除，鳥獣害への対策等，農業の現場で身

近な問題へのソリューションの提供です。

これらの問題については，現場のニーズを

ちゃんと把握して大学・研究機関と一体と

なって新しい技術を作っていこうというス

タンスです。それはイノベーションという

よりも，今までの技術の改良・改善に過ぎ

ないようにも思えますが，農業の現場を所

管している農林水産省にとって非常に大事

なイノベーションの方法だと思っています。

２つ目は，農業分野に限らず異分野から

も産学官の多様な主体が参加するオープン

イノベーションです。農林水産省では，オ

ープンイノベーションのプラットフォーム

として，「『知』の集積と活用の場」を今ま

さに構築すべく取り組んでおります。オー

プンイノベーションを推進するうえで，農

林水産省は，公的な研究機関や基礎研究を

一生懸命やられている大学の研究者との連

携を強化するとともに，農業者の方々や民

農林水産
食品分野

医学

社会
科学

物理学 流通
工学

情報
工学

生命
科学

機械
工学化学

新たな商品化・事業化を通じ農林水産・食品産業を成長産業化

農林水産・食品分野に異分野のアイデア・技術を導入し，革新的な研究成果を生み
出すとともに，それらを事業化・商品化に結びつける新たな産学連携研究の仕組み。

「知」の集積と活用の場

多様な異分野のアイデア・技術等を導入
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けです。

これまでも農林水産省としても産学官連

携のかたちで様々なことを行ってきました。

例えば，β-クリプトキサンチンの開発や

パン用小麦の品種「ゆめちから」の育種に，

食品産業の方々などと一体となって取り組

んでまいりました。しかし，商品化や事業

化まで至った事例は少数にとどまっていま

す。今後，ビジネスに結びつく成果を増や

していくために，農林水産分野以外の異分

野の方々とも連携して産学官連携を進めて

いきたいのですが，なかなか進んでいない

のが現状です。日本の農林水産分野では産

学官連携が端緒に就いたばかりです。アイ

ディアや技術の融合がなかなか進まず，こ

のような産学官連携のやり方でいいのかと

いった不安もあるわけです。それゆえ，本

日のオランダの取組みから色々と勉強させ

ていだきました。

先ほどのお話のように，オランダのフー

ドバレーでは政府や大学などの公的機関を

核として様々な異分野の方々が集まって，

様々な戦略の下で産学官連携を図りつつ，

新たな「知」の創出を行っています。オラ

ンダ以外のベルギー，デンマーク，フラン

ス等のEU諸国についても調べてみました

が，やはり公的機関が出資をして，様々な

戦略を作りながら多様な主体と一体となっ

て進めていこうという動きになっています。

このような外国の事例を見るにつけ，日本

でもオープンイノベーションの環境を作ら

ねばならないという意見が増えてきました。

そこで15年度，ようやくオープンイノベー

間企業の方々にも参画していただいて，多

様な主体が一体となって実証研究を進めて

いこうと考えています。実証研究で生産コ

ストを半減させるなどの数値目標を明記し

て，農業者のニーズに即した実用的な研究

成果となるようなやり方で進めております。

オープンイノベーションの仕組みを構築

どうしてイノベーションを起こさなけれ

ばいけないのか，また「『知』の集積と活用

の場」といったオープンイノベーションの

環境を作らねばならないのか，その理由を

説明します。農林水産分野の研究費は近年

減少傾向で推移しており，04年では7,500億

円程度でしたが，直近では6,000億円を切っ

ている状況です。殊に公的な試験研究費は

一貫して減少しており，資金がないと研究

開発も進まず，イノベーションも創出でき

ないという状況にあります。

一方で，民間企業のなかには農業生産へ

の参画を検討中あるいは今後検討したいと

いう事業者の方々が少なくない数いらっし

ゃいます。このような方々と一体となって

研究を進められる方法を検討しました。多

くの民間企業の方々からは，短時間でビジ

ネスに直結する成果を求められるなどとい

うお話があります。多くの方々もオープン

イノベーションは重要だと思う反面，どう

やって外部の人と連携すればよいのか分か

らないといった声もあります。このように

民間企業の方々が困っている状況がありま

すので，農林水産省がオープンイノベーシ

ョンの新たな仕組みを作ろうとしているわ
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を用いて，医薬品製造などで「蚕業革命」

を起こすことを考えています。また，木質

材料のリグニンから炭素繊維を作り出すこ

とも考えています。このように生物材料を

用いた新しい素材産業の創出に結びつけら

れるような研究を進めていきます。

なお，16年度に「『知』の集積と活用の

場」の予算として，６億円超を獲得しまし

た。研究開発の経費はマッチングファンド

方式であり，官だけでなく民からも拠出し

て研究を進めていくかたちです。

民間でも施設園芸での環境制御技術など

を一生懸命研究開発している多くの方々が

いらっしゃいますが，個別的にバラバラに

取り組まれると，せっかく時間と資金をか

けたのに改良・改善にとどまるということ

がよくあります。そこで，「『知』の集積と

活用の場」というプラットフォームを活用

し，多様な主体から参加と資金を募り，集

中的に研究開発をすれば，必ずやイノベー

ションが起こせるのではないか，という発

想で進めています。

この産学官連携への参加メンバーは，農

林中金や全農といった系統組織や，食品メ

ーカー，ICT等の情報通信企業，化学メー

カー等，多種多様な業種から870名程度い

らっしゃいます。参加メンバーの多様な専

門知識を活用して，ICTやAIによる環境制

御技術，自動運転の農業機械などを活用し

た新たな農業生産体系を構築することを考

えています。また，ビッグデータを用いた

効率的な流通システムの構築を進めたいと

考えています。さらに，ロボット技術，ド

ションの環境整備のために新たに「『知』の

集積と活用の場」を作り始め，16年度にそ

のかたちが何とかできたのです。「『知』の

集積と活用の場」では，農林水産，食品分

野を中心に，生命科学，医学，情報工学等

の様々な分野の方々に集まっていただき，

新たな商品化，事業化を目指して「知」の

創出を図っています。既存の技術の単なる

改良・改善ではなくて，まさに新しい「知」

を創出して社会を変えるイノベーションを

起こしたいと考えています。「『知』の集積

と活用の場」では，人と情報と資金をオー

プンにして研究を進めていくことが基本コ

ンセプトです。この考え方に賛同する関係

者の方々に集まっていただいて着実に研究

を進めていこうと思っています。

「『知』の集積と活用の場」で対象とする

研究領域

では，どんな研究領域があるのでしょう

か。農業生産，流通，消費にとどまらず国

の枠や分野の枠をも突き抜けた領域まで射

程に収めて研究していくことを考えていま

す。具体的には，日本食・食産業のグロー

バル展開，健康長寿社会の実現という医

学・ヘルスケア分野，AIやICTなどの情報

通信技術を活用した農業生産システムの革

新等を研究領域として考えています。

また，新たな生物系素材産業の創出にも

注力したいと考えています。単に食料だけ

でなく，新素材・材料も農業で生産してい

こうというものです。具体的には，バイオ

リアクターとして非常に高い効果を持つ蚕
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知的財産を，国内の農業のみならず，外国

にも移転させていかねばなりません。それ

が国益に資する農業の展開ということにな

るだろうと思います。

「『知』の集積と活用の場」は始まったば

かりです。数年後にビジネスにつながるイ

ノベーションを生み出せたと回顧できるよ

うに，農林水産省としても頑張る所存です。

どうぞよろしくお願いします。ご清聴あり

がとうございました。

ローン等の農業での活用も視野に入れてい

ます。

これまで日本の農業技術の研究開発は，

既存の技術を改良・改善して，各県の普及

組織が農業者の方々へ普及させていくとい

うスキームでした。しかし，オランダを始

めとした欧州各国で現在採用されている方

法は異なります。やはり日本でも欧州各国

のように官と民が一体となって資金も出し

合いながら新しい「知」を創出して，その

田上政輝（（株）アグリリンクテクノロジー・取締役総合企画部長）

＜事例報告＞　JA氷見市でのハトムギに関する産学官連携

パネルディスカッションでは，冒頭にJA氷見市OBの田上氏から「JA氷見市でのハトムギに

関する産学官連携」について報告していただいたうえで，基調講演の内容を踏まえ多岐にわた

る議論が行われた。紙幅の都合上，本稿ではそのごく一部を掲載する。

ファシリテーター：宮部和幸

パネリスト：基調講演者 3名

　　　　　　田上政輝（（株）アグリリンクテクノロジー・取締役総合企画部長）

＜パネルディスカッション＞

農業の競争力を強化する産学官連携の取組み

金沢大学とまずは産学

で連携して，ハトムギ

のどのような成分が健

康に良いのか，科学的

なエビデンスを得る研

究をJA氷見市が資金

を拠出して始めました。研究から得られた

知見を，ハトムギの成分を原料とした商品

JA氷見市の概要とハトムギ事業

氷見市は富山県の西の端，能登半島の付

け根にある人口５万人程の市です。JA氷見

市では，10年程前からハトムギ事業に取り

組んでいます。

ハトムギは古くから中国の医学書などで

も薬として紹介されており，健康にいいイ

メージがあります。JA氷見市では08年から
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域の農業や社会へ貢献しています。

ハトムギ事業における産学官連携と今後

の展開方向

このようなビジネスモデルが８年ほど前

に中央官庁の目に留まり，優れた取組みを

しているということで農林水産省と経済産

業省の支援事業に採択されました。補助金

もいただいたのですが，公的部門からJA氷

見市の取組みを広く情報発信・PRしていた

だいたことが非常に有意義でした。JA氷見

市はハトムギの生産と販売，金沢大学は科

学的エビデンスの研究，中央省庁は資金と

情報発信での支援というかたちの産学官連

携を通じて，さらなるハトムギ事業の展開

を図っています。

ちまたでは成功事例と言われますが，必

ずしも成功していない部分も多く，改善し

ながら10年間取り組んできました。食品メ

ーカーに商品の付加価値を高める手段とし

て原料にハトムギを使ってもらうような取

の開発や，消費者に訴求できるマーケティ

ングの材料として用いています。

皆さんのお手元に「氷見はとむぎ茶」の

PETボトルがあります。これはJA氷見市が

販売したハトムギを用いた初めての商品で

す。10年から組合員を中心に販売し，年間

200万本売れています。PETボトル１本を販

売するごとに５円を氷見市へ寄付しており，

毎年1,000万円程の寄付金額となります。

地域農業を振興し農業者に継続的にハト

ムギを生産してもらうために，常識外れで

すがJA氷見市では管内の農業者からハト

ムギ１kgを600～700円で買っています。一

般的な相場は300円/kgくらいなので，倍の

値段です。また，全国からJA氷見市へハト

ムギ事業を多くの方が視察に来られます。

地域にお金を落としてもらうために，視察

者には氷見市内の宿泊施設に泊まるか，日

帰りの場合には氷見市内で昼食を必ず食べ

ることを，視察を受け入れる条件にしてい

ます。JA氷見市はハトムギ事業を通じて地

JA氷見市グループ

金沢大学グループ
・（株）CRD（金沢大学発ベンチャー）
・（株）ベルブリッジ（金沢大学発ベンチャー）
・NPO代替医療科学研究センター

経済産業省
農林水産省

安心・安全な原料の供給
ブランド化戦略
販売体制の確立
（専門家の招聘）

連携体の強みを発揮 高付加価値の追求

産学官の連携（ハトムギ戦略）

医学薬学的な評価や
安全性試験・臨床試験
情宣活動など

事業の認定（支援）
・農工商連携事業
・ブランド化支援事業
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地域の農業や社会の維持に寄与できればと

思います。このように試行錯誤しながら一

歩ずつ進めているというのが現状です。ご

清聴ありがとうございました。

組みを進めていきたいと考えています。例

えば，健康的なイメージがあり，全国で飲

まれている豆乳にハトムギエキスを加えた

商品を作るといったことです。それにより，

JA氷見市のハトムギ生産がさらに拡大し，

宮部　日本のパネリストから，オランダの

２つの講演を聞いてどのように感じられた

のか，コメントをお願いいたします。

菱沼　オランダのGTの変質という話に関

心を持ちました。かつてのGTでは研究，普

及，教育を政府が管理したなかでイノベー

ションが図られていたけれども，現在では

GTが産学官それぞれの役割分担を通じた

イノベーションをしていくかたちに変わっ

たということです。まさに日本でも，これ

までのイノベーションは改良や改善の域を

なかなか脱しなかったので，「『知』の集積

と活用の場」をプラットフォームとして，

農業以外の方々，異分野との交流を進め，

産学官で役割分担をしてイノベーションを

創出していこうという方向で進み始めまし

た。その点で相通じるものがあったように

感じました。

田上　GTに関係する方々の間にはお互い

が顔見知りで強力なネットワークがあり，

協働しやすい環境にあるというお話があり

ました。関係者間のネットワークは，研究

開発やビジネスにおいて，私たちも極めて

重要だと思っています。このことは日本と

オランダの共通点だと思います。

　一方で，両国の相違点は，コーディネー

ターの役割を担う主体です。オランダでは

金融業務を通じてラボバンクがイノベーシ

ョンにおけるコーディネーターの役割を果

たしているというお話を聞きました。日本

では誰がコーディネーターをやるのかとい

うと，時には企業であったり，時には大学

であったりと，良く言えば臨機応変に誰も

がコーディネーター役を担う，悪く言えば

コーディネーターという役割が確立してい

ない状況と言えるように思います。

宮部　日本とオランダの間には，産学官連

携について様々な共通点も相違点もあると

いうことですね。

　続いてオランダのお二人からコメントを

お願いします。日本の産学官連携について

報告ではオープンイノベーションという方

向性が示されました。今までのオランダの

産学官の取組みも踏まえつつ，示唆，アド

バイスを含めていただければと思います。

ケネス　成功を長期的に継続するためには，

＜パネルディスカッション（抄録）＞
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宮部　残された時間は僅かですが，せっか

くの機会ですので，本日のテーマに関連し

て，フロアの方々から各スピーカーに質問

があればお願いしたいと思います。いかが

でしょうか。

フロアの参加者　オランダの先生方に質問

が２つあります。第１に，ファーステーヘ

ン先生が「GTは陰の部分もある。完璧では

ない」と言われましたが，もう少し詳しく

陰の部分を教えてください。第２に，イノ

ベーションの将来，もしくはオランダ農業

とGTの今後について，どのような見通しを

お持ちでしょうか。

ファーステーヘン　１つ目の質問である

GTの陰の部分については，ワーヘニンゲ

ン大学に行くと分かると思いますが，内部

の同じ人たちとばかり顔を合わせる日常と

なります。これはリスクとなります。自分

の専門領域外の動きを見落としてしまうか

らです。この点を自覚し，自ら対策を講じ

ねばなりません。自らの行っていることに

批判的な姿勢を意識的に持ちながら，積極

的に海外や他の学問分野について知見を深

めることができていればいいと思います。

　２つ目の質問は，答えるのが難しい問い

です。水晶玉を持っているわけではないの

で予想はできませんが，技術進歩が必要な

ことは確かです。消費者の要求はさらに高

度化し，環境に配慮した農業生産や，動物

福祉，食品の安全性などに対して厳しい視

線が注がれるでしょう。それらの要求に対

テクノロジーと政府のサポートの２つが重

要です。ただし，オランダでうまくいった

ものをそのまま日本に投入してもうまくい

くとは限りません。両国の気候，地理，経

済等の諸条件が異なるからです。それでも

日本の農業は生産性をさらに高める余地は

かなりあると感じました。政府のサポート

を基礎に様々な関係者が力を結集すれば，

イノベーションを通じて大きなビジネスチ

ャンスが生まれるのではないでしょうか。

人口が減少しているとはいえ日本の内需は

大きいのでクリティカルマスができると思

います。オランダの国内マーケットは日本

ほど大きくありません。そこがオランダの

弱い点です。

ファーステーヘン　イノベーションを起こ

すのは人です。それゆえ，日本の農業にと

って大事なのは人材を引きつけることです。

優秀な若い人材を教育し，アグリビジネス

や農業で働くように促す努力が必要です。

　以前，日本の学生に「なぜ農業に従事し

ないのか」と尋ねたら，「他産業の方が多く

の収入を得られるからだ」と言われました。

農業生産が効率的に行われず十分な付加価

値が生み出されないならば，農業者は高額

の収入を得ることができません。高額の収

入を得られない産業は優秀な人材を引きつ

けることができず，優秀な人材がいないと

農業生産性の改善も見込めません。それゆ

え，政府，アグリビジネス企業，大学等の

研究教育機関が連携して，この悪循環を壊

さなければならないと思います。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2016・10
52 - 576

とよく言われます。遠く離れた遠距離から

もたらされる情報は，バイアスがかかって

いないし，新鮮だからです。日本とオラン

ダは9,300km離れております。文字どおり

物理的距離が離れています。今回のことを

とおして，両国が遠距離恋愛を続けながら，

産学官連携に協力関係を構築し維持できれ

ばと思っております。そうした文脈で，本

日の催しが両国の連携の嚆
こ う し

矢となればと思

います。

　４名の報告者の方に改めて盛大な拍手を

いただきまして，今回のセミナーを締めさ

せていただきたいと思います。本日はどう

もありがとうございました。

（とりまとめ　主事研究員　一瀬裕一郎

＜いちのせ　ゆういちろう＞）

応する倫理的に問題のないバイオテクノロ

ジーや遺伝子操作などのイノベーションが

必要だと思います。

宮部　時間が迫っておりますので，最後に

少し私から感想等を述べさせていただいて，

本日のまとめにしたいと思います。

　本日はいろいろなキーワードが出てきま

した。そのなかでも，オープンイノベーシ

ョンという言葉が特に重要だと思います。

多様な主体を巻き込んだネットワークの協

働によって，イノベーションが生み出され

ていくということです。また，GTの陰は顔

見知り同士の同質的なメンバーの集まりに

堕すリスクという話もありました。イノベ

ーションにつながる有益な知見や情報は，

顔見知りのみからでは十分に得られません。

遠距離恋愛のような相手からの情報が良い
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